
介護相談員派遣等事業の都道府県別実施状況 

実施率 
（％） 

平成24年3月現在 

平成24年度より、本事業の理解促進のため、実施状況の低調な 県
において、老健局幹部と有識者によるセミナーとともに、  市町村向け
説明会を実施 

【平成24年度開催県】 

  青森県・宮城県・秋田県・福島県・徳島県・高知県・福岡県・      
  熊本県・大分県 
 
【平成25年度開催県】  調整中（要望があれば優先します。） 

出典：介護相談員派遣等事業に関する普及啓発についての調査研究事業報告書 

○ 各都道府県別の市町村の状況では、実施率が100％の県から10％に満たない県があり、実施状況
にバラツキがある。 

○ 事業実施市町村からは、介護サービスの質の向上や利用者の権利擁護に効果が出ている との
意見がある。 
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要支援者等に必要な予防サービス及び生活支援サービスを明らかにするために、一次予防事業対象者から要介護
２までの者であって、ADLが自立又は見守りレベルかつ日常生活行為の支援の必要可能性のある者に対するサービ
スニーズの把握、必要なサービス（予防サービス及び生活支援サービス）の実施、効果の計測及び課題の整理。 

事業の目的 
※平成25年度までの予算事業として実施。 

２年目（平成25年度）        引き続き予防モデル事業を実施。 

   
            ・モデル市町村において実施された事業の内容・結果を厚生労働省に報告。 
            ・厚生労働省において、予防サービス及び生活支援サービスの類型化及び好事例の紹介。 

市町村介護予防強化推進事業（予防モデル事業） 

予防サービス（通所と訪問を組み合わせて実施） 

１年目（平成24年度）モデル市区町村（１０市区町村程度）において、以下の流れにより事業を実施。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

通所 訪問 

生活支援サービス 

 ・配食 
 ・見守り 
 ・ごみ出し 
 ・外出支援  等 

Step1  事前評価（ＩＡＤＬの自己評価及び保健師等による評価） 

Step3  事後評価（IADLの自己評価及び保健師等による評価）  

専門職等が対応（委託可） 
・二次予防事業  等 

専門職等が対応（委託可） 
・家事遂行プログラム 等 

地域の社会資源や地域住民※を活用して実施 
（※老人クラブ、シルバー人材センター、フィットネスクラブ、地域の活動的な高齢者等） 

Step2  予防サービス及び生活支援サービスの実施 

“卒業”後は、住民運営の“居場所”に移行 
体操教室・食事会 等 

認知症 
この事業で 受けとめきれな
い課題を明らかにする。 
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予防モデル事業実施市区町村 

① 

② 
③ 

④ 

⑤ 

⑥ 
⑦ 

⑧ 

⑨ 
⑩ 

⑪ 

⑬ 

⑫ 

① 北海道下川町 
（しもかわちょう） 

② 茨城県神栖市 
（かみすし） 

③ 埼玉県和光市 
（わこうし） 

④ 東京都世田谷区 
（せたがやく） 

⑤ 東京都荒川区 
（あらかわく） 

⑥ 三重県いなべ市 
（いなべし） 

⑦ 奈良県生駒市 
（いこまし） 

⑧ 岡山県岡山市 
（おかやまし） 

⑨ 香川県坂出市 
（さかいでし） 

⑩ 福岡県大牟田市 
（おおむたし） 

⑪ 大分県竹田市 
（たけたし） 

⑫ 長崎県佐々町 
（さざちょう） 

⑬ 沖縄県北中城村 
（きたなかぐすくそん） 
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４．互助の活用について 

 

○ 別紙のとおり 

 



自助・互助・共助・公助の役割分担 

• 地域包括ケアの提供に当たっては、それぞれの
地域が持つ「自助・互助・共助・公助」の役割分
担を踏まえた上で、自助を基本としながら互助・
共助・公助の順で取り組んでいくことが必要。 

自ら働いて、又は自らの年金収入等により、自らの生活を支え、
自らの健康は自ら維持 

インフォーマルな相互扶助。例えば、近隣の助け合いやボランティ
ア等 

社会保険のような制度化された相互扶助 

自助・互助・共助では対応できない困窮等の状況に対し、所得
や生活水準・家庭状況等の受給要件を定めた上で必要な生活
保障を行う社会福祉等 

平成２０年度地域包括ケア研究会報告書より抜粋 
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社会保障制度改革推進法（抄） 

  

 （基本的な考え方） 

第２条 社会保障制度改革は、次に掲げる事項を基本として行われるものとする。 

一 自助、共助及び公助が最も適切に組み合わされるよう留意しつつ、国民が自
立した生活を営むことができるよう、家族相互及び国民相互の助け合いの仕組
みを通じてその実現を支援していくこと。 

二 社会保障の機能の充実と給付の重点化及び制度の運営の効率化とを同時
に行い、税金や社会保険料を納付する者の立場に立って、負担の増大を抑制し
つつ、持続可能な制度を実現すること。 

三 年金、医療及び介護においては、社会保険制度を基本とし、国及び地方公
共団体の負担は、社会保険料に係る国民の負担の適正化に充てることを基本
とすること。 

四 国民が広く受益する社会保障に係る費用をあらゆる世代が広く公平に分か
ち合う観点等から、社会保障給付に要する費用に係る国及び地方公共団体の
負担の主要な財源には、消費税及び地方消費税の収入を充てるものとすること。 

  

平成24年8月22日公布 
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高齢社会対策大綱（抄） 

第１ 目的及び基本的考え方 

１ 大綱策定の目的 

（２） 老後の安心を確保するための社会保障制度の確立 

社会保障制度の設計に当たっては、国民の自立を支え、安心して生活ができる社会基盤を整備すると

いう社会保障の原点に立ち返り、その本源的機能の復元と強化を図るため、自助・共助・公助の最適バラ

ンスに留意し、自立を家族、国民相互の助け合いの仕組みを通じて支援することとする。 

（４） 地域力の強化と安定的な地域社会の実現 

地域とのつながりが希薄化している中で、高齢者の社会的な孤立を防止するためには、地域のコミュニ

ティの再構築を図る必要がある。また、介護の面においても、高齢化が進展する中で核家族化等の世帯構

造の変化に伴い、家庭内で介護者の負担が増加しないように介護を行う家族を支えるという点から、地域

のつながりの構築を図るものとする。地域のコミュニティの再構築に当たっては、地縁を中心とした地域で

のつながりや今後の超高齢社会において高齢者の活気ある新しいライフスタイルを創造するために、地縁

や血縁にとらわれない新しい形のつながりも含め、地域の人々、友人、世代や性別を超えた人々との間の

「顔の見える」助け合いにより行われる「互助」の再構築に向けた取組を推進するものとする。 

第２ 分野別の基本的施策 

２ 健康・介護・医療等分野に係る基本的施策 

（５） 住民等を中心とした地域の支え合いの仕組み作りの促進 

ア 地域の支え合いによる生活支援の推進 

一人暮らしの高齢者等が住み慣れた地域において、社会から孤立することなく継続して安心した生活を

営むことができるような体制整備を推進するため、民生委員、ボランティア、民間事業者等と行政との連携

により、支援が必要な高齢者等の地域生活を支えるための地域づくりを進める各種施策を推進していく。 

  

平成24年９月７日閣議決定 
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介護予防ボランティア養成研修 
（介護予防事業） 

『佐々町介護予防ボランティア』登録 

①通所型介護予
防推進活動 

②地域型介護予
防推進活動 

介護予防推進連絡会 
【各地区の情報交換 ・ 活動報告、新規メニュー紹介等】 

③訪問型介護予
防推進活動※ 

介護予防・日常生活支援総合事業で実施 

例１：介護予防ボランティアによる介護予防と日常生活支援（長崎県佐々町） 

○ 「介護予防ボランティア養成研修」を受けた65歳以上の高齢者が、①介護予防事業でのボラ
ンティアや、②地域の集会所などでの自主的な介護予防活動、③要支援者の自宅を訪問して行
う掃除・ゴミ出し等の訪問型生活支援サービスを行うことを支援。 

○ 平成20年度から実施し、平成24年12月現在45名が登録・活動中。 
○ 平成24年度からは介護保険法改正により導入した介護予防・日常生活支援総合事業で実施。 

※平成24年度より 

佐々町の介護予防ボランティア組織図 
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例２：小規模多機能型居宅介護事業所と併設した地域の交流拠点の設置（大牟田市） 

○ 通いを中心に、訪問や泊まりのサービスを提供する小規模多機能型居宅介護に、介
護予防拠点や地域交流施設の併設を義務付け、健康づくり、閉じこもり防止、世代間交
流などの介護予防事業を行うとともに、地域の集まり場、茶のみ場を提供し、ボランティ
アも含めた地域住民同士の交流拠点となっている。 

○ 平成24年３月末現在、小規模多機能型居宅介護事業を行っている24事業所に設置。 

ご近所の方に 
よるお茶会 

ペン習字教室 
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